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1. 件名 

大型試料切断機の賃貸借 

 

2. 概要 

本件は、補助事業「廃炉・汚染水・処理水対策事業費補助金（固体廃棄物の処理・処

分に関する研究開発）」の「(3)処理・処分」における「②処分技術」に係る調査等に係

るものである。 

東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所から発生する事故廃棄物

の処分を検討するうえで，事故廃棄物に含まれる可能性のある多様な影響物質が含まれ

る系での安全評価を行うため、様々な試験を行っている。 

本契約では、上記試験で用いる試料の切断・加工に必要な大型試料切断機（以下、切

断機という。）の賃貸借を行う。 

 

3. 契約範囲 

第 9項 技術仕様に示す機器とする。 

 

4. 一般仕様 

4.1 賃貸借期間 

令和 9年 2月 1日から令和 12年 3月 31日までの 3年 2ヶ月リースとする。 

但し、本年度分は、令和 9年 2月 1日から令和 9年 3月 31日の 2 ヶ月とする。 

4.2 納入期限 

令和 9年 1月 29日 

4.3 納入場所 

茨城県那珂郡東海村大字村松 4番地 33 

日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

地層処分基盤研究施設 

4.4 納入条件 

据付調整後渡し（装置のシステム調整及び操作説明含む） 

 

5. 検査 

5.1 検収条件 

第 4 項に示す納入場所に納入後、装置の構成と性能が本仕様書の記載事項を満た

していること、及び外観と員数の検査の合格をもって検収とする。 

 

5.2 検査員 

（1）一般検査：財務契約部 管財課長 



（2）技術検査：核燃料サイクル工学研究所 BE資源・処分システム開発部 核種移

行研究グループ グループリーダー 

 

6. 支給物品 

据付調整作業に必要な電気、水等は原子力機構から支給する。 

 

7. グリーン購入法の推進 

本契約においてグリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進に関する法律）

に適合する環境物品が発生した場合は、それを採用することとする。 

 

8. 協議 

本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じ

た場合は、原子力機構と協議の上、その決定に従うものとする。 

 

9. 技術仕様 

9.1 一般的事項 

大型試料切断機として切断作業が可能であること。 

9.2 技術的仕様及び装置の構成と作業項目 

以下の条件を考慮し、PRESI社製MECATOME T305 一式、またはこの相当品とす

る。 

・硬い試料でも切断可能な、出力の大きいモーターが搭載されている卓上型の

手動切断機であること。具体的には、3相 400V 3.7kW以上のモーター出力を

有し、1000～4000rpm の可変回転速度を備え、切断砥石径最大 φ300 mm であ

ること。 

・試料への熱影響を極力抑えて切断するため、クーラントは 4 点給液方式であ

ること。 

・装置本体側面のカバーは、長物の試料にも対応できる開閉式であること。 

・安全面を考慮し、試料の切断中、装置本体のカバーは開閉不可であること。 

（1） 装置構成 

・大型試料切断機 装置本体 

MECATOME T305 (型番：50220)    1台 

・クイッククランピングバイス 

右＋左、各高さ 45 mm (型番：50906)   1式 

・コパルホルダーBOX (型番：50613)    1式 

・コパルホルダー (型番：50616)    2式 

・切断用砥石 (01.05.770 DM Wafering Blade)   1枚 



 

（2） 周辺機器 

・電源ケーブル 13 m      1式 

・軽荷重作業台 (耐荷重 300 kg、1800×900×H740)   1式 

・ワーキングチェア      2式 

・作業用踏台 (20×250×H220)      1式 

 

（3） 作業項目・冷却水循環装置 

・本調達に関わる搬入 

・据付、配線・接続、調整 

（ブレーカー及びトランスへの接続、電源ケーブルへの敷設） 

・操作等の説明 

 

10. 契約不適合責任 

検収後１年以内に契約上の不適合が発見された場合、無償にて速やかに修理もしくは

交換を行うものとする。 

 

11. その他 

受注者は原子力機構内施設へ製作物を設置する際に異常事態等が発生した場合、原子

力機構の指示に従い行動するものとする。また、契約に基づく作業等を起因として異常

事態等が発生した場合、受注者がその原因分析や対策検討を行い、主体的に改善すると

ともに、受注者による原因分析や対策検討の結果について機構の確認を受けること。原

子力機構が、受注者に対し本補助金事業の適正な遂行のため必要な調査に協力を求めた

場合にはその求めに応じること。 

 

以上 


